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「出生率、西高東低の謎」を探る 

～一因に、北海道・東北の有配偶出生率の低さ～ 
調査部 主席研究員 藤波 匠 

    
《要 点》  

 
◆ 近年、合計特殊出生率の西高東低傾向が明確化している。出生率の西高東低が認識

されるようになったのはこの 10 年ほどであり、実体として、九州に比べて低い北

海道・東北の出生率がある。ただし、その理由は明らかとなっていない。 

◆ 西高東低の主因である北海道・東北における低出生率を、有配偶率と有配偶出生率

の 2つの要因に分解してみると、九州との差異が明確になる。 

◆ 女性の若い時期の「有配偶率」は、大学進学率と密接な関係がある。以前は九州に

比べて低かった北海道・東北の大学進学率が足元では同水準まで上昇し、それが北

海道・東北における若年女性の有配偶率低下を招き、出生率を下押ししている。 

◆ 北海道・東北の「有配偶出生率」は、2000 年以降、ほぼ一貫して九州の 80～90％

にとどまっており、これは地域特性と言える。 

◆ 出生率の西高東低は、北海道・東北において、以前は大学進学率が低く比較的若い

時期に結婚する女性が多かったために明らかとなりにくかった同地域の有配偶出

生率の低さが、大学進学率の上昇に伴う晩婚化によって、顕在化したとみられる。 

◆ 現状では、有配偶出生率の地域性に影響を及ぼす因子を特定するまでには至ってい

ない。しかし、「家事・育児・介護は女性の仕事」といったアンコンシャス・バイア

ス（固定的性別役割分担意識）に対する認識の男女格差の大きい地域ほど、有配偶

出生率が低くなる傾向が認められた。すなわち、北海道・東北では、アンコンシャ

ス・バイアスに対する認識の男女差が大きく、それにより子どもを持つことやもう

1人産むことに対する夫婦間での合意が得られにくくなり、有配偶出生率が低くな

っている可能性が指摘できる。 

◆ この結論は、現段階では仮説の域を出ない。しかし、こうしたアンコンシャス・バ

イアスは、有配偶出生率のみならず、女性人口の流出にも影響を及ぼしているとみ

られる。女性の地域定着を促すためにも、アンコンシャス・バイアスそのものの解

消、特に男性の認識の改善を図ることが重要と思われる。 

https://www.jri.co.jp 

 Viewpoint 

OPinionOpinio



    

    2 日本総研 Viewpoint 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本総研『Viewpoint』 は、各種時論について研究員独自の見解を示したものです。 

 

本件に関するご照会は、調査部・主席研究員・藤波 匠宛にお願いいたします。 

Tel：090-8487-7832 
Mail：fujinami.takumi@jri.co.jp 

 
「経済・政策情報メールマガジン」、「X（旧 Twitter）」、「YouTube」でも情報を発信しています。 

 
本資料は、情報提供を目的に作成されたものであり、何らかの取引を誘引することを目的としたものではありません。本資料は、作成日時点で弊社が

一般に信頼出来ると思われる資料に基づいて作成されたものですが、情報の正確性・完全性を保証するものではありません。また、情報の内容は、経

済情勢等の変化により変更されることがあります。本資料の情報に基づき起因してご閲覧者様及び第三者に損害が発生したとしても執筆者、執筆に

あたっての取材先及び弊社は一切責任を負わないものとします。 

  

https://www.jri.co.jp/company/business/research/mailmagazine/form/
https://twitter.com/jri_eco
https://www.youtube.com/@user-il6bd9bp5y


    

    3 日本総研 Viewpoint 

１．合計特殊出生率の西高東低が一層顕著に 

2024 年のわが国の合計特殊出生率は 1.15 と、前年の 1.20 から大幅に低下し、史上最低を更新し

た。少子化の進行は一層深刻化しているように映る。 

都道府県別の合計特殊出生率をみると、西日本で高く、東日本が低い西高東低の傾向が顕著であ

る（図表１の 2024 年のデータ）。こうした傾向は 2024 年に限ったことではなく、近年、合計特殊

出生率が発表されるたびに話題となっている。 

2024 年の東京都の合計特殊出生率は、全国最低の 0.95 であったが、大学進学などで他地域から

の若年人口の流入が多いため、やむを得ない面もある。東京都を除外しても、なお西高東低の印象

をぬぐえないのは、北海道・東北と九州の間に、大きな差異が生じているためである。両地域におけ

る 2024 年の合計特殊出生率（単純平均）は、北海道・東北が 1.09、九州が 1.37 であった。 

しかし、過去のデータを見返してみると、合計特殊出生率の西高東低は比較的近年の傾向である

ことが分かる。1975 年と 2000 年の北海道・東北の合計特殊出生率は、単純平均でそれぞれ 1.98、

1.48 であり、九州の 2.01、1.55 と同水準にあった。2000 年頃までは、大都市を除けば東日本の低

出生率は、現在ほど明示的ではなかったのである（図表 1 の 2000 年のデータ）。 

2000 年頃まで同水準であった北海道・東北と九

州の合計特殊出生率（単純平均）は、その後異な

る推移をたどり、2024 年には大きな差がついた

（図表 2）。北海道・東北では、2005 年以降に見

られた日本全体の出生率回復期における伸び率が

低く、2017 年以降の低下局面での下落率も大きか

った。 

ただし、出生率が西高東低となる理由に関して

は、確たる根拠は見出されていない。八幡［2023］

も、以前は多くみられた東北における冬季の出稼

ぎが、男性の単身赴任へと形を変え、今も続いて

（資料）厚生労働省「人口動態統計」より日本総合研究所作成 

(図表１) 都道府県別合計特殊出生率の推移 
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(図表２) 地域別合計特殊出生率の推移 

（資料）厚生労働省「人口動態統計」より日本総合研究所作成 

（注）北海道・東北と九州は、単純平均値 
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いることが一因ではないかと指摘しているものの、他の要因も含め、決定打となる理由は見いだせ

ないとしている。 

本稿では、近年、合計特殊出生率の低下が著しい北海道・東北と、比較的高い出生率を維持してい

る九州に差異をもたらしている要因を分析し、今後の少子化対策の方向性について考える。 

 

２．出生数変化の要因分解 

2000～2020 年の国勢調査や人口動態統計のデータから、北海道・東北および九州の出生数変化の

要因分解を行った。この分析は、出生数の変化を、出産期にある女性の人口の変化（人口要因）とそ

の女性のうち結婚している人の割合の変化（有配偶率要因）、および結婚している女性の出生率の変

化（有配偶出生率要因）の 3 つに分解したものである（図表 3）。なお、ほとんどの子どもが有配偶

女性から生まれるわが国においては、出生率は、ほぼ有配偶女性の割合に有配偶出生率を掛けたも

のに等しい。したがって、図表 3 でいえば、（有配偶率要因）と（有配偶出生率要因）の合計が、出

生率の変化分に相当する。 

要因分解の結果（図表 3）を見ると、2015 年ま

では、両地域の傾向に大きな差異は見られない。

2005 年までは有配偶率要因が出生数減少の主要因

であったが、それが 2010 年以降は人口要因に移っ

てきており、2015 年まで出生数の押し上げ要因で

あった有配偶出生率要因が、2020 年には一転押し

下げ要因となっている。両地域に限らず、近年の出

生数減少の最大の要因は、若い世代の人口減少であ

るが、2020 年には合計特殊出生率が再び低下局面

となっており、その主因は有配偶出生率要因が出生数の押し上げから押し下げに転じたことが大き

く、両地域でもそうした状況が看取できる。 

ただし、2020 年のデータを子細に見ると、北海道・東北と九州の有配偶率要因と有配偶出生率要

因の出生数下押し効果に、明確な相違がみられた（図表 4）。九州では、有配偶率要因と有配偶出生

率要因の出生数下押し効果は、それぞれ全体の 13.5％、10.0％であったが、北海道・東北は九州を

上回る 19.8％、20.5％であった。両要因の合計が、出生率の変化に相当することを踏まえると、北

(図表３) 北海道・東北と九州の出生数変化の要因分解 

（資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」より日本総合研究所作成 
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(図表４) 北海道・東北と九州の出生数変化の 

要因分解結果（2015 年→2020 年） 

（資料）厚生労働省「人口動態統計」より日本総合研究所作成 

（注）誤差項があるため、各地域の合計は 100％にならない 

（％）
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有配偶率要因 19.8 13.5

人口要因 66.0 79.9
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海道・東北における 2020 年の合計特殊出生率の顕著な低下は、両要因の下押し影響によるものと考

えられる。一方、九州は、どちらの要因も出生数の下押し効果は小さく、出生率の低下は限定的で、

出生数減少の 8 割方は出産期にある人口の減少で説明可能である。 

有配偶率要因と有配偶出生率要因は、それぞれ別の理由によって変化していると考えられる。そ

こで、次章以降で、両要因を別々に掘り下げて、変化の要因を考えていくこととする。 

 

３．有配偶率の変化 

少子化の一因として非婚・晩婚が進んでいることがあるという認識は、衆目の一致するところで

あろう。もっとも、女性の平均初婚年齢は、このところ上昇に歯止めがかかっていた。それが、コロ

ナ禍の時期に婚姻数が大きく減少したことをきっかけに、今後は再び上昇局面となる可能性もぬぐ

い切れない。また、晩婚化と女性の大学進学率の上昇は密接に関係しており、高学歴社会となりつ

つある状況下、婚期は絶えず後ろ倒しされる可能性がある。 

若い女性の結婚動向と大学進学率の関係についてみてみよう。図表 5 は、女性の 4 年制大学進学

率と、25 歳女性の有配偶率の関係を都道府県

別にプロットしたものである。時間経過によ

る変化を見るため、2000 年と 2020 年のデー

タをプロットした。なお、有配偶率について

25 歳時点を見ているのは、出生率の高い県の

特徴として、結婚が早く、30 歳未満で一定数

の子をもうける女性が多いためである。 

図表より、女性が若いうちに結婚するかど

うかは、大学進学率でほとんど説明可能であ

ることが分かる。各県の 2000 年と 2020 年の

値が、ほぼ同一の直線上を右下方に移動、すな

わち進学率が上昇し、その分 25 歳有配偶率が

低下している。言い換えれば、大学に進学しな

い女性が多く残る地域ほど、女性の結婚が早

いという極めて単純な構図が読み取れる。 

北海道・東北と九州の大学

進学率の年度別平均値（加重

平均）を比較したのが図表 6

である。2000 年における北海

道・東北の大学進学率は

20.9％と、九州の 25.1％に比

べて明らかに低い状況にあっ

たが、2020 年には 39.1％とな

り、40.9％の九州とほぼ同水

準となった。2023 年には、さ

らに近接しており、両地域の

(図表５) 女性の大学進学率と女性の有配偶率 

（資料）文部科学省「学校基本統計」、総務省「国勢調査」より日本総合

研究所作成 

（注）2000 年と 2020 年のデータを合わせて回帰した 
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(図表６) 地域別の女性の大学進学率の推移 

（資料）文部科学省「学校基本統計」より日本総合研究所作成 

（注）大学は 4 年制大学への進学率 

（％，％ポイント） （倍）

2000年 2020年 2023年
伸び率

（23年/00年）

全国平均 29.2 49.8 55.1 1.9

北海道・東北 20.9 39.1 44.0 2.1

九　州 25.1 40.9 44.5 1.8

差　分
＝北海道・東北－九州

▲ 4.2 ▲ 1.7 ▲ 0.5
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差異は 0.5％ポイントとなっている。 

図表 7 には、2000 年と 2020 年の北海道・東

北と九州の有配偶率の比率を年齢別に示した

ものである。年齢別に、〔北海道・東北〕÷〔九

州〕を計算した結果であり、1 であれば同水準

であることを意味する。 

図表 7 において、30 歳以上に注目すれば、

2000 年、2020 年ともに 1 に収束しており、両

時期において、北海道・東北と九州における中

高年の有配偶率に差異は認められない。当然、

2000 年と 2020 年の生涯未婚率を計算すると、

両地域はそれぞれ概ね同水準だったことにな

る。 

しかし、若い世代では明らかに両地域に差異

が生じている。20～24 歳の有配偶率を見ると、2000 年には北海道・東北の方が明らかに高かった

が、2020 年は逆にやや低い水準となっている。2000 年には、九州に比べて低かった北海道・東北

の女性の大学進学率が、2020 年にはほぼ同一の水準まで高まり、その分晩婚化が進んだのである。

すなわち、北海道・東北では、九州に比べて顕著であった大学進学率の上昇によって 25 歳までの有

配偶率が大きく低下したことが、有配偶率の視点で見た北海道・東北の出生率低下の一因である。

こうしたことは、生涯未婚率をみているだけでは把握しづらい。 

 

４．有配偶出生率が低い北海道・東北 

図表 8 に、2000 年と 2020 年の北海道・東北と九州の有配偶出生率の比率を年齢別に示した。年

齢別に、〔北海道・東北〕÷〔九州〕を計算した結果であり、1 であれば同水準であることは、有配

偶率を比較した図表 7 と同様である。図表より明らかなことは、15～19 歳を除き、2000 年と 2020

年で計算結果に大きな差異はみられず、両時期

とも各年齢で北海道・東北は、九州の 80～90％

しか有配偶出生率がないことが分かる。 

すなわち、北海道・東北は長期にわたり九州よ

りも有配偶出生率が低く、その傾向は 20 年間、

それほど変化が見られないということになる。

特に出産が多い 25～34 歳の年齢層では、両時期

の値はほとんど一致している。 

以上より、近年顕著となっている九州に比し

て低い北海道・東北の出生率は、以前は大学進学

率が低く比較的若い時期に結婚する女性が多か

ったために明らかとなりにくかった同地域の有

配偶出生率の低さが、大学進学率の上昇によっ

て晩婚化が進んだことで、顕在化したとみるの

(図表７) 北海道・東北と九州の有配偶率の比較

（2000 年と 2020 年） 

（資料）総務省「国勢調査」より日本総合研究所作成 

（注）北海道・東北と九州が同水準であれば、1 となる 

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

1.2

1.3

15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳

北海道・東北÷九州

有配偶率2000年 有配偶率2020年

(図表８) 北海道・東北と九州の有配偶出生率の比較

（2000 年と 2020 年） 

（資料）総務省「国勢調査」、厚生労働省「人口動態統計」より日本総合

研究所作成 
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が妥当であろう。 

では、なぜ北海道・東北の有配偶出生率は低いのだろうか。有配偶出生率が、長期にわたり九州の

8 割強という状況に大きな変化がみられないことからみて、北海道・東北の有配偶出生率の低さは、

「地域特性」という一言で片づけられがちであるが、ここではもう少し踏み込んで考えてみたい。 

有配偶出生率に影響を及ぼしている可能性がある所得水準などの経済要因、社会的な女性活躍の

状況、教育、家族構成と世帯の状況、ストレスなど暮らしの状況、保育所の空き状況など、様々な変

数で都道府県別の有配偶出生率と相関をとってみたが、明確な関係性を見出すことはできなかった。

同様に、所得水準や役職登用など、雇用環境におけるジェンダーギャップについても、明確な相関

が示されるものはなかった。例えば、可処分所得の単純平均を比べてみると、北海道・東北は九州よ

りも高い傾向にあるため、経済的な要因が有配偶出生率を押し下げているということにはならない。 

唯一、母子世帯比率と有配偶出生率の間には、一定の正の相関が見られたが、この関係は逆因果

の可能性が高い。母子世帯比率は、世帯の所得水準と負の相関関係にあるが、そこに有配偶出生率

が高い状況が重なると、さらに母子世帯を生みやすい環境となることが推察される。すなわち、も

ともと所得水準の低い地域では、離婚が多く母子世帯比率が高い傾向にあるが、そうした地域にお

いて子どもが増えるとさらなる貧困状態に陥りやすくなり、それが離婚につながるという悪循環が

生じていると考えられる。この場合、有配偶出生率の高さは、母子世帯比率の説明変数となる。 

 

５．アンコンシャス・バイアスと有配偶出生率 

地域別の有配偶出生率の高低を説明するうえで、有効な変数を見出すことは容易ではないが、内

閣府が 2024 年に実施した、「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調査」に興

味深いデータがある。 

調査では、図表 9 に示した通り、9 つのアンコンシャス・バイアス（固定的性別役割分担意識）

が、出身地にあったか、あるいは現住地にあるかどうかを回答してもらい、性別、地域別で取りまと

められている。この結果の面白いところは、固定的性別役割分担意識が「有る」との回答率が、女性

は全国で地域差が少なく高水準である一方、男性は低く、地域差が顕著なところである。 

(図表９) 内閣府調査におけるアンコンシャス・バイアス 

 

（資料）内閣府「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調査」より日本総合研究所作成 
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例えば、「家事・育児・介護は女性の仕事」

という典型的な固定的性別役割分担意識

について、男女別、地域別に示したのが図

表 10 である。女性の回答率を地域別に見

ると、おおむね 30％近傍でばらつきが少な

いが、男性はすべての地域で女性を下回

り、しかも地域によるばらつきが大きい。

地域における分散を計算すると、女性は

6.0 であるのに対し、男性は 7.9 であった。

男女の差異が大きい地域では、社会全体と

して性別役割分担意識があるにもかかわ

らず、そのことに多くの男性が気づいてい

ないことになる。 

9 つの固定的性別役割分担意識を、「子ど

も関連」、「結婚関連」、「職場関連」の 3 つ

に括り、単純平均値をとったうえで、男女

の格差（＝女性÷男性）を算出した。今回

は、北海道・東北と九州の差異を明らかに

することを目的としているため、参考とし

て上記に東京圏も加え図示した（図表 11）。

結果、3 つの括りすべてで、北海道・東北

の男女格差が他地域よりも大きかった。特

に、「家事・育児・介護は女性の仕事」「子

供が生まれたら、女性は仕事を控えめにし

た方がよい」という 2 つの子供関連の固定

的性別役割分担意識について男女格差が

北海道・東北で大きく、他地域に比べ、そ

のアンコンシャス・バイアスの存在に気

付いている男性が少ないことが分かる。 

そこで、〔子ども関連の固定的性別役割

分担意識の男女格差〕と〔25～34 歳の有

配偶出生率〕の地域別データを、散布図に

落としたものが図表 12 である。固定的性

別役割分担意識については、アンコンシ

ャス・バイアスそのものというよりも、そ

の存在に気付かない男性が多く、男女格

差が大きい地域ほど、子どもを持つこと

やもう 1 人産むことに対する夫婦間の合

意が得られにくくなり、有配偶出生率が

(図表 10) 内閣府調査におけるアンコンシャス・バイアスの状況１ 

（資料）内閣府「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調

査」より日本総合研究所作成 
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(図表 11) 内閣府調査におけるアンコンシャス・バイアスの状況２ 

（資料）内閣府「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調

査」より日本総合研究所作成 
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(図表 12) 有配偶出生率と子供関連のアンコンシャス・バイアス 

（資料）総務省「国勢調査」、内閣府「令和６年度地域における女性活躍・男女

共同参画に関する調査」より日本総合研究所作成 
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低くなる可能性が指摘できる。 

固定的性別役割分担意識のデータは、都道府県別にはまとめられておらず、地域別に図示するこ

としかできない。そのため、有配偶出生率への影響については、現段階では一つの仮説の域を出る

ものではなく、さらなる調査・研究を必要とする。しかし、こうしたアンコンシャス・バイアスは、

有配偶出生率のみならず、女性人口の地域からの流出にも影響を及ぼしているとみられる。女性の

地域定着を促すためにも、アンコンシャス・バイアスの解消、特に男性の認識の改善を図ることが

重要と思われる。 

 

以  上 

 

参考資料 

 八幡和郎［2023］「じつは「イクメン」の多い土地は出生率が低い…日本の出生率が「西高東低」

となる本当の理由」プレジデントオンライン 2023 年 5月 28日  

https://president.jp/articles/-/69924?page=1 

 内閣府［2025］「令和６年度地域における女性活躍・男女共同参画に関する調査」2025年 7月 

https://www.gender.go.jp/research/kenkyu/kenkou_r06.html 

 中里透［2024］「「東京はブラックホール」本当か 結婚している女性の出生率、東京区部高く」

2024年 7月 15日 日経グローカル No.488 地域論壇 


